「9の日」宣伝用版下原稿(参考)
(一面)

いま、憲法が危い！自民、民主が改憲に本腰
自民党は昨年11月の党大会で「新憲法草案」を決定、民主党も10月に「憲法提言」を発表しました。共通しているのは、アメリカや財界の要求に応えて憲法9条を変え日本をアメリカと一緒に「戦争する国」にすることです。
9条を変えて「戦争できる国」づくり
自民党の新憲法草案は、9条2項の｢戦力不保持｣「交戦権の否認」の規定を削除し、新たに「自衛軍」(軍隊)を保持すると明記し、「国際的な協調活動」（海外派兵）ができるようにしています。これは、憲法9条の恒久平和主義を投げ捨て、日本をアメリカと一緒に海外で「戦争できる国」にするもので、世界とアジア諸国から懸念する声が上がっています。

改憲の震源地はアメリカと財界
　自民、民主が改憲を競う背景には、アメリカと財界の要求があります。アメリカは、イラク侵略に際して自衛隊の派遣を要請し、「憲法9条は日米同盟の妨げ」と改憲を迫りました。日本の財界も武器輸出の自由化、軍需産業の育成のためには平和憲法が邪魔だと言っています。

基本的人権に制限をくわえ、徴兵制も

◆ 「公共の福祉」を「公益及び公の秩序」に変えて「自由と人権」「財産権」に制限をくわえ、戦争をはじめとする国の施策に協力させる。

◆ 「自由及び権利には責任及び義務が伴う」として、弱肉強食、自己責任、格差社会をつくる。

◆ 軍事裁判所を設置し、戦争遂行体制の整備を打ち出し、次は「徴兵制」も視野にいれる。

◆ 憲法の改正発議を現在の衆参両議院の各々3分の2以上から過半数に引き下げ、時の政権の意のままに憲法を変える。
(二面)

国民投票法は改憲に直結
　与党と民主党は、憲法改定に道を開くために国民投票法案を前国会に提出し、継続審議となっています。国民投票法は、憲法を変えようとしなければ必要のない法律であり、戦後長きにわたり制定されませんでした。今回の国民投票法を制定する動きは、自民党や民主党が相次いで憲法9条を変える「改憲案」を発表した動きと一体です。
与党案の内容は国民不在

与党の国民投票法案は、①国会で憲法「改正」を議決後、最短で60日後の投票というように国民が改憲の内容をよく知らない間に投票させる。②環境権やプライバシー権などと抱き合わせに憲法9条を変えることを国民に賛成させるために条文ごとでなく一括投票できる。③有効投票の過半数という最も少ない賛成で憲法改正が成立することとなる。④国民の投票運動への規制や、広報、マスコミ報道での不公正な仕組みなど、重大な問題点を持っています。
改憲内容と国民投票法はつながっている　
いま、国民投票法を制定しようとするのは、憲法9条を変えて海外での戦争を可能にするためです。主権者である国民が、国の基本を定める憲法を変えるかどうかについて、自由に議論し運動することを保障すべきですが、国民に憲法を変える内容が知られることを恐れてさまざまな規制を加える国民投票法案となっています。国民投票法案反対の運動を強めましょう。

“憲法を守る一点”で手をつなごう

戦争のない平和な日本と世界を願うのは当然です。いまこそ、思想・信条の違いを超え「憲法を守る一点」で手をつなぎましょう。21世紀の日本と世界に憲法9条の生命力を輝かせましょう。そしてある日「気がついたら戦争していた」と悔いないためにも、いま自分に出きることから始めましょう。
憲法を変える手続き

第96条　この憲法の改正は、各議院の総議員の三分の二以上の賛成で、国会が、これを発議し、国民に提案してその承認を経なければならない。この承認には、特別の国民投票又は国会の定める選挙の際行はれる投票において、その過半数の賛成を必要とする。
憲法改正について前項の承認を経たときは、天皇は、国民の名で、この憲法と一体を成すものとして、直ちにこれを公布する。
